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金融商品取引法等の一部改正に伴う「業務規程」等の一部改正について 
 

 

拝啓 貴社益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

当取引所は、「業務規程」等の一部改正を行い、平成20年12月12日から施行しますので、ご通知申

し 上 げ ま す 。 （ 詳 細 に つ い て は 、 規 則 改 正 新 旧 対 照 表 を 名 証 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.nse.or.jp/）中「規則関連情報」に、掲載しておりますのでご覧ください。） 

今回の改正は、課徴金制度の見直しなどを内容とした金融商品取引法並びに関係政省令の一部改正

が平成20年12月12日から施行されること等に伴い、「業務規程」等について所要の規定整備を行うも

のです。 

改正の概要は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１．改正概要                             （備   考）    

 

(1) 適時開示要件の見直し 

いわゆるインサイダー取引規制の対象となる「業務等に関する

重要事実」のうち、子会社の解散について軽微基準が新設された

ことに伴い、適時開示規則における上場会社の開示要件のうち、

子会社の解散についても一定の軽微基準を設けることとします。 

 

(2) その他 

金融商品取引法等の引用条項の整備など、その他所要の改正を

行います。 

 

 

 

・適時開示規則の取扱い２

(1)ｄの２ 

 

 

 

 

・業務規程第14条第１項第

２号等 

 

 

２．施 行 日 

平成20年12月12日から施行します。 

 

以  上 


